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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．当社は第31期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

３．売上高には消費税等は含まれておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自平成17年 
５月16日 

至平成17年 
11月15日 

自平成18年 
５月16日 

至平成18年 
11月15日 

自平成19年 
５月16日 

至平成19年 
11月15日 

自平成17年 
５月16日 

至平成18年 
５月15日 

自平成18年 
５月16日 

至平成19年 
５月15日 

売上高 （千円） － － 6,625,098 11,221,762 12,630,554 

経常利益 （千円） － － 485,424 758,371 844,222 

中間（当期）純利益 （千円） － － 246,165 390,704 443,594 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － － 315,950 140,200 315,950 

発行済株式総数 （千株） － － 145 135 145 

純資産額 （千円） － － 2,513,210 1,511,556 2,306,552 

総資産額 （千円） － － 4,797,103 3,653,599 4,591,344 

１株当たり純資産額 （円） － － 17,311.47 11,181.80 15,887.54 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） － － 1,695.59 2,890.25 3,221.92 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － － 270 

自己資本比率 （％） － － 52.4 41.4 50.2 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 253,236 535,604 735,937 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － △428,220 △338,591 △118,764 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 32,320 △151,195 351,557 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － － 1,749,529 923,463 1,892,193 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

397 

(599) 

327 

(544) 

390 

(622) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員（１日８時間換算）を（ ）外数で記

載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年11月15日現在

従業員数（人） 397（ 599 ） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績  

 当中間期の経済は、全体として堅調な企業収益や雇用情勢の改善により、緩やかではありますが景気拡大が続き

ました。しかしながら、格差社会の改善の遅れから、個人消費は依然として伸び悩み、さらには、原油をはじめと

する原材料価格の高騰による生活必需品の値上がり、米国におけるサブプライムローン問題などの懸念から、先行

きに不安感を残しております。 

 そのような経済環境において、外食産業全体では、原油価格高騰により原材料価格が上昇する中、食品の偽装・

不正表示等、お客様の信頼を損なう不祥事が相次ぎ、お客様の食の安全、品質及びサービスに対する関心度が一層

高まり、社会全体において、この「食の安全」に対する企業の取り組み姿勢が注目されています。 

 このような状況の中、当社は経営理念に掲げる“人間の生命を支える最も基本的な飲食を通しより多くのお客様

に、よりおいしく・よりよいサービス・より速く、をもって私達の「真心」を提供しお客様の「感謝と喜び」を頂

くことを私達の使命と致します。”の徹底を図ってまいりました。 

 当社では、衛生管理の継続的強化に取り組み、平成19年２月に南大泉店が飲食店営業すし部門で初めて東京都食

品衛生自主管理認証を取得したのに引続き、板橋東新町店においても平成19年11月に同認証を取得しました。 

 また、全店において、衛生管理面だけでなく、商品・サービスについても、エリアマネージャーが適時に指導・

教育・改善を行う教育体制を徹底することによって、「店舗力」「商品力」の向上を図り、ご来店いただく全ての

お客様に感謝と喜びをいただくことを目指してまいりました。 

 販売促進・商品開発につきましては、季節ごとの旬の食材を豊富に盛り込んだ「月別おすすめイベントメニュ

ー」の開発強化により、飽きの来ない商品を取り揃え、お客様の来店動機を高めました。 

 一方、既存店の活性化と新規顧客の開拓を図るため、東寺山店および西船橋店の全面改装を実施いたしました。

 店舗開発につきましては、交通アクセス及び商圏人口から出店候補地を厳選し、関東圏エリアにおけるドミナン

ト出店による店舗数拡大戦略を推進しました。その結果、当中間期末の店舗数は、新規出店３店舗、閉鎖１店舗に

より、52店舗となりました。 

 以上の結果、売上高は66億25百万円、営業利益は４億70百万円、経常利益は４億85百万円、中間純利益は２億46

百万円となりました。 

 なお、当半期報告書は最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間期末における現金及び現金同等物の残高は、17億49百万円となり前事業年度末に比べて１億42百万円減少

しました。 

 当中間期末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、２億53百万円となりました。これは、税引前中間純利益の４億62百万円、減価

償却費の69百万円、賞与引当金の増加41百万円による資金の増加と、仕入債務の減少の82百万円、法人税等の支払

額の２億４百万円による資金の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、４億28百万円となりました。 

これは主に定期預金の預入れによる支出２億10百万円（純額）、有形固定資産取得による支出１億75百万円による

ものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、32百万円となりました。これは主に短期借入金の借入による収入１億50百万

円、長期借入金の返済による支出78百万円、配当金の支払による支出39百万円によるものであります。 

 なお、当半期報告書は最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。  

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は、一般顧客（最終消費者）へ直接販売する飲食業を行っておりますので、生産実績は記載しておりませ

ん。 

(2）受注状況 

 当社は、一般顧客（最終消費者）へ直接販売する飲食業を行っておりますので、受注状況は記載しておりませ

ん。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当半期報告書は最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

３．平成19年11月15日現在の店舗数は、52店舗（千葉県内23店舗、東京都内19店舗、埼玉県内10店舗）でありま

す。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題については、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記事項はありません。 

事業部門 金額（千円） 前年同期比（％） 

グルメ回転寿司事業 6,625,098 － 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において以下の店舗が主要な設備となりました。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却について完了したものは次のとおり

であります。 

 ①新設 

 （注）１．投資額には、差入保証金15,135千円を含んでおります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．上記の設備の新設に関連してリース契約により取得した店舗設備が松戸市店舗11,779千円、さいたま市店舗

11,327千円あります。 

４．前事業年度末において計画中であった千葉県（柏市）の店舗については、完了予定を平成19年11月から平成

20年３月に延期いたしました。 

 ②除却 

  

(2）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は、次のとおり

であります。 

① 新設 

 （注）１．上記投資予定金額には、差入保証金を含んでおります。 

２．平成20年５月期において店舗設備で合計６店舗の出店（投資予定金額483,000千円）を計画しております

が、出店場所については上記以外現在検討中であり決定している物件はありません。なお、投資予定額の資

金調達方法は、自己資金を予定しております。 

  

② 改修 

 現状の計画において、重要な設備の改修に該当する計画はありません。 

③ 除却 

 現状の計画において、重要な設備の除却に該当する計画はありません。 

事業所名 

（所在地） 
店舗数 事業の部門別の名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 

完成年月 

完成後の

増加能力 

（席） 建物及び構築物 工具器具備品 

すし銚子丸店舗 

（埼玉県草加市） 
1 グルメ回転寿司 店舗設備 21,080 13,236 平成19年11月 80 

事業所名 
 （所在地） 

店舗数 事業の部門別の名称 設備の内容 投資額（千円） 完成年月 
完成後の増加能力

（席） 

すし銚子丸店舗 
（千葉県松戸市） 

1 グルメ回転寿司 店舗設備 34,845 平成19年６月  68 

すし銚子丸店舗 
（埼玉県さいたま市） 

1 グルメ回転寿司 店舗設備 73,413 平成19年８月  79 

事業所名 
 （所在地） 

店舗数 事業の部門別の名称 設備の内容 除却額（千円） 完了年月 除却能力（席） 

すし銚子丸店舗 
（千葉県柏市） 

1 グルメ回転寿司 店舗設備 12,659 平成19年10月  74 

事業所名 
（所在地） 

店舗数 
事業の部門別の
名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 
（席） 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了 

すし銚子丸店舗 

(埼玉県さいたま市) 
1 グルメ回転寿司 店舗設備 80,500 10,000 自己資金 平成20年３月 平成20年５月 80 

すし銚子丸店舗 

(神奈川県横浜市) 
1 グルメ回転寿司 店舗設備 80,500 11,500 自己資金 平成20年８月 平成20年10月 80 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 540,000 

計 540,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年11月15日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年２月１日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 145,180 145,180 ジャスダック証券取引所 － 

計 145,180 145,180 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年５月16日～ 

平成19年11月15日 
－ 145,180 － 315,950 － 236,829 



(5）【大株主の状況】 

 （注）上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が29,406株あります。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 (注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が29,400株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2,940個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 

  平成19年11月15日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社オール・エム 千葉県東金市南上宿19-５ 42,000 28.93 

堀地 ヒロ子 千葉市美浜区 23,608 16.26 

堀地 かなえ 千葉市美浜区 18,000 12.40 

堀地 速男 千葉県東金市 17,722 12.21 

堀地 篤人 千葉県東金市 11,600 7.99 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口）  

東京都港区浜松町２丁目11-３ 3,080 2.12 

山本 元 千葉市美浜区 2,400 1.65 

銚子丸社員持株会 千葉市美浜区浜田２丁目39 2,400 1.65 

エイチエスビーシーファンド
サービシィズスパークスアセ
ットマネジメントコーポレイ
テッド（常任代理人 香港上
海銀行東京支店） 

１QUEEN’S ROAD CENTRAL HONG KONG 

(東京都中央区日本橋３丁目11-１) 
1,700 1.17 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８-11 1,110 0.76 

計 － 123,620 85.15 

  平成19年11月15日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  145,160 14,516 － 

単元未満株式 20 － － 

発行済株式総数 145,180 － － 

総株主の議決権 － 14,516 － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

月別 平成19年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 46,200 44,300 46,400 45,200 46,900 45,000 

最低（円） 39,200 40,000 43,500 40,000 40,150 41,600 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年５月16日から平成19年11

月15日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
当中間会計期間末 

（平成19年11月15日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  2,253,068 2,185,445   

２．売掛金  1,435 2,274   

３．たな卸資産  83,830 80,373   

４．繰延税金資産  87,829 67,163   

５．その他  72,601 76,972   

流動資産合計  2,498,765 52.1 2,412,230 52.5

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物  823,108 751,558   

(2）その他  293,459 258,416   

計  1,116,567 1,009,974   

２．無形固定資産  17,420 18,538   

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  1,316 1,538   

(2）差入保証金  920,352 916,332   

(3）繰延税金資産  163,603 168,595   

(4）その他  79,077 64,135   

投資その他の資産合計  1,164,350 1,150,600   

固定資産合計  2,298,338 47.9 2,179,114 47.5

資産合計  4,797,103 100.0 4,591,344 100.0 

     
 



   
当中間会計期間末 

（平成19年11月15日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  553,177 636,019   

２．短期借入金  150,000 －   

３．１年以内返済予定の長
期借入金 

 122,371 154,048   

４．１年内償還予定社債  100,000 －   

５．未払金  545,742 545,468   

６．未払法人税等  244,556 218,929   

７．賞与引当金  108,760 67,200   

８．株主優待引当金  12,187 8,904   

９．その他 ※２ 77,422 137,919   

流動負債合計  1,914,217 39.9 1,768,490 38.5

Ⅱ 固定負債    

１．社債  － 100,000   

２．長期借入金  1,875 48,502   

３．長期未払金  359,700 359,700   

４．その他  8,100 8,100   

固定負債合計  369,675 7.7 516,302 11.2

負債合計  2,283,892 47.6 2,284,792 49.8

     
 



   
当中間会計期間末 

（平成19年11月15日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  315,950 6.6 315,950 6.9

２ 資本剰余金    

(1）資本準備金  236,829 236,829   

資本剰余金合計  236,829 4.9 236,829 5.1

３ 利益剰余金    

(1）利益準備金  150 150   

(2）その他利益剰余金    

別途積立金  150 150   

繰越利益剰余金  1,959,844 1,752,878   

利益剰余金合計  1,960,144 40.9 1,753,178 38.2

４ 自己株式   △176 △0.0 － －

株主資本合計  2,512,748 52.4 2,305,958 50.2

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差
額金 

 462 0.0 594 0.0

評価・換算差額等合計  462 0.0 594 0.0

純資産合計  2,513,210 52.4 2,306,552 50.2

負債純資産合計  4,797,103 100.0 4,591,344 100.0 

     



②【中間損益計算書】 

   
当中間会計期間 

（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  6,625,098 100.0 12,630,554 100.0 

Ⅱ 売上原価  2,838,170 42.8 5,432,540 43.0

売上総利益  3,786,927 57.2 7,198,013 57.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費  3,316,269 50.1 6,343,496 50.2

営業利益  470,658 7.1 854,517 6.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 18,326 0.3 24,761 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 3,560 0.1 35,056 0.3

経常利益  485,424 7.3 844,222 6.7

Ⅵ 特別損失 
※３ 
※５ 

23,345 0.4 36,082 0.3

税引前中間（当期）純
利益 

 462,078 7.0 808,139 6.4

法人税、住民税及び事
業税 

 231,498 386,730   

法人税等調整額  △15,584 215,913 3.3 △22,185 364,545 2.9

中間（当期）純利益  246,165 3.7 443,594 3.5

     



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成19年５月16日 至平成19年11月15日） 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

  

資本準備金 
資本剰余
金合計 

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 

  別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成19年５月15日残高（千円） 315,950 236,829 236,829 150 150 1,752,878 1,753,178 － 2,305,958

中間会計期間中の変動額         

  剰余金の配当     △39,198 △39,198   △39,198

中間純利益     246,165 246,165   246,165

自己株式の取得        △176 △176

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

        

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － － 206,966 206,966 △176 206,789

平成19年11月15日残高（千円） 315,950 236,829 236,829 150 150 1,959,844 1,960,144 △176 2,512,748

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等合計 

平成19年５月15日残高（千円） 594 594 2,306,552

中間会計期間中の変動額   

  剰余金の配当   △39,198

中間純利益   246,165

自己株式の取得    △176

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△132 △132 △132

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△132 △132 206,657

平成19年11月15日残高（千円） 462 462 2,513,210



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年５月16日 至平成19年５月15日） 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

  

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

  別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年５月15日残高（千円） 140,200 61,079 61,079 150 150 1,309,283 1,309,583 1,510,863

事業年度中の変動額         

新株の発行 175,750 175,750 175,750     351,500

当期純利益     443,594 443,594 443,594

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

        

事業年度中の変動額合計（千円） 175,750 175,750 175,750 － － 443,594 443,594 795,094

平成19年５月15日残高（千円） 315,950 236,829 236,829 150 150 1,752,878 1,753,178 2,305,958

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等合計 

平成18年５月15日残高（千円） 692 692 1,511,556

事業年度中の変動額   

新株の発行   351,500

当期純利益   443,594

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△97 △97 △97

事業年度中の変動額合計（千円） △97 △97 794,996

平成19年５月15日残高（千円） 594 594 2,306,552



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
当中間会計期間 

（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税引前中間（当期）純利
益 

 462,078 808,139

減価償却費  69,110 133,657

減損損失  － 33,643

のれん償却額  2,800 5,600

差入保証金と相殺した地
代家賃・賃借料 

 20,713 40,697

賞与引当金の増加額  41,560 3,200

受取利息及び受取配当金  △5,935 △7,185

支払利息  2,670 4,250

社債利息  583 1,173

株式交付費   － 2,612

社債発行費  － 1,109

固定資産除却損  23,345 2,439

売上債権の増減額（増
加：△） 

 839 △383

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

 △3,456 △13,002

仕入債務の増減額（減
少：△） 

 △82,842 103,513

その他  △72,518 17,732

小計  458,950 1,137,199

利息及び配当金の受取額  2,499 1,356

利息の支払額  △3,241 △5,490

法人税等の支払額  △204,972 △397,127

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 253,236 735,937

 



   
当中間会計期間 

（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

定期預金の預入れによ
る支出 

 △410,395 △353,273

定期預金の払戻しによ
る収入 

 200,108 463,210

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △175,020 △160,535

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △2,202 △4,485

長期前払費用の取得に
よる支出 

 △44 △472

差入保証金の差入によ
る支出 

 △50,881 △65,108

差入保証金の返還によ
る収入 

 10,210 1,875

その他  4 25

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △428,220 △118,764

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額  150,000 －

長期借入金の借入れに
よる収入 

 － 200,000

長期借入金の返済によ
る支出 

 △78,304 △196,221

社債の発行による収入  － 98,890

社債の償還による支出  － △100,000

株式の発行による収入  － 348,887

自己株式の取得による
支出  

 △176 －

配当金の支払額   △39,198 －

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 32,320 351,557

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額 

 △142,663 968,729

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 1,892,193 923,463

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※ 1,749,529 1,892,193

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

  

  

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を

採用しております。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

時価のないもの 

同左 

  

  

(2）たな卸資産 

最終仕入原価法による原価法を採用

しております。 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

  

  

  

  

  

  

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。  

建物    ５～42年  

構築物   ６～20年  

 （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。 

 これによる損益への影響は軽微であ

ります。 

(1）有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く） 

①平成10年３月31日以前に取得したもの 

 旧定率法 

②平成10年４月１日以降に取得したもの 

旧定額法 

③平成19年４月１日以降に取得したもの 

定額法 

建物以外 

①平成19年３月31日以前に取得したもの 

 旧定率法 

②平成19年４月１日以降に取得したもの 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。  

建物    ５～42年  

構築物   ６～20年  

  

  

(2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

３．引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、支給見込額のうち当

中間会計期間負担額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、支給見込額のうち当

期負担額を計上しております。 

  

  

(3）株主優待引当金 

将来の株主優待券の利用による費用

の発生に備えるため当中間会計期間

後に利用される株主優待券に対する

見積額を計上しております。 

(3）株主優待引当金 

将来の株主優待券の利用による費用

の発生に備えるため翌期以降に利用

される株主優待券に対する見積額を

計上しております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

同左 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

          ──────  （固定資産の減価償却方法の変更） 

平成19年度の法人税法の改正（所得税法等の一部を改正

する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法人

税法施行令の1部を改正する政令 平成19年３月30日政

令第83号） に伴い、平成19年４月１日以降に取得した

ものについては改正後の法人税法に基づく方法に変更し

ております。 

 これに伴う損益への影響は軽微であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間末 
（平成19年11月15日） 

前事業年度末 
（平成19年５月15日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

578,303千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

530,722千円 

※２．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、

金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

※２．       ────── 

  

当中間会計期間 
（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 5,922千円

受取手数料 7,867千円

仕入割引 1,582千円

受取利息 7,174千円

受取手数料 8,265千円

仕入割引   3,339千円

債務時効益  2,514千円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

支払利息 2,670千円

社債利息 583千円

支払利息 4,250千円

社債利息 1,173千円

株式公開費用   25,106千円

株式交付費 2,612千円

社債発行費 1,109千円

※３．特別損失の主要項目 

固定資産除却損 

※３．特別損失の主要項目 

固定資産除却損 

建物 

構築物 

20,009千円

1,952千円

工具器具備品 1,383千円

  計 23,345千円

建物 

車両運搬具 

1,847千円

113千円

工具器具備品 478千円

  計 2,439千円

  減損損失 33,643千円

４．減価償却実施額 ４．減価償却実施額 

有形固定資産 67,340千円

無形固定資産 3,320千円

有形固定資産 129,769千円

無形固定資産 5,987千円

※５.        ───── ※５．減損損失 

   当事業年度において当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。 

 (１) 減損損失を認識した主な資産 

 (２) 減損損失の認識に至った経緯 

当初予定していた収益を見込めなくなったこと

により、営業損益が継続してマイナスであり回

復が見込まれない資産グループについて減損損

失を認識しております。 

用途  種類 場所 

店舗等 建物 

構築物 

工具器具備品 

リース資産 

埼玉県（１店舗）

千葉県（１店舗）

 



当中間会計期間 
（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

   （３) 減損損失の金額 

 (４) 資産のグルーピングの方法 

当社は、主に店舗を最小単位として、グルーピ

ングしております。 

 (５) 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、転用可能な資産以外について売却可能性が

見込めないため、零としております。 

 建物 21,692千円 

 構築物 2,833千円 

 工具器具備品 1,717千円 

 リース資産 7,400千円 

 合計 33,643千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成19年５月16日 至 平成19年11月15日） 

   １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

   ２．配当に関する事項 

       配当金支払額 

  

  

前事業年度（自 平成18年５月16日 至 平成19年５月15日） 

   １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加10千株の増加は一般募集（ブックビルディング方式による募集）による新株の

発行による増加であります。 

  

   ２．配当に関する事項 

       基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 145 － － 145 

合計 145 － － 145 

自己株式          

普通株式 （注) － 0 － 0 

合計 － 0 － 0 

 （決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円）
基準日  効力発生日 

平成19年８月８日 

定時株主総会 
 普通株式 39,198 270 平成19年５月15日  平成19年８月９日 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式 (注) 135 10 － 145 

合計 135 10 － 145 

 （決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日  効力発生日 

平成19年８月８日 

定時株主総会 
 普通株式 39,198 利益剰余金 270 平成19年５月15日  平成19年８月９日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成19年11月15日現在） （平成19年５月15日現在） 

現金及び預金勘定残高 2,253,068千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△503,538千円

現金及び現金同等物残高 1,749,529千円

現金及び預金勘定残高 2,185,445千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△293,252千円

現金及び現金同等物残高 1,892,193千円

当中間会計期間 
（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相

当額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

減損損失

累計額相

当額 

（千円） 

期末残高相

当額 

（千円） 

工具器具備品 583,158 330,554 3,700 243,903 

取得価額相

当額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

減損損失

累計額相

当額 

（千円） 

期末残高相

当額 

（千円） 

工具器具備品 605,955 336,292 7,400 262,263 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 83,204千円

１年超 175,544千円

合計 258,749千円

１年内 92,660千円

１年超 185,707千円

合計 278,367千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 55,186千円

減価償却費相当額 50,979千円

支払利息相当額 3,375千円

支払リース料 84,055千円

減価償却費相当額 76,899千円

支払利息相当額 6,777千円

減損損失  7,400千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

       ───── 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  １年内 7,186千円

１年超 － 千円

合計 7,186千円



（有価証券関係） 

その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

 該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

     該当事項はありません。 

  

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

当中間会計期間末 
（平成19年11月15日） 

前事業年度末 
（平成19年５月15日） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対照
表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 540 1,316 776 540 1,538 998 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

１株当たり純資産額 17,311.47円

１株当たり中間純利益金額 1,695.59円

１株当たり純資産額 15,887.54円

１株当たり当期純利益金額 3,221.92円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

  
当中間会計期間 

（自 平成19年５月16日 
至 平成19年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月16日 
至 平成19年５月15日） 

中間（当期）純利益（千円） 246,165 443,594 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
246,165 443,594 

期中平均株式数（千株） 145 137 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第30期）（自 平成18年５月16日 至 平成19年５月15日）平成19年８月９日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成２０年１月２５日 

株 式 会 社 銚 子 丸  

  取 締 役 会 御 中    

  新 日 本 監 査 法 人    

 
指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士 樋 口 節 夫  印 

 
指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士 田 櫓 孝 次  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「経理の状況」に掲げられている株式会社銚子丸の平成１９年５月１６日から平成２０年５月

１５日までの第３１期事業年度の中間会計期間（平成１９年５月１６日から平成１９年１１月

１５日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基

準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求 

めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適

用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社銚子丸の平成１９年１１月１５日現在の財政状態及び

同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年５月１６日から平成１９年１１月１５日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

 以  上   

  

（注）上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が別途保管しております。 
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